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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、料理に関連した事業を行っているため、とりわけ社会からの信頼が求められ、この信頼の維持が、当社の企業価値の基盤となると考え
ています。このため、適時適正なコーポレート・ガバナンスを構築し、常に、経営の透明性及び効率性を確保できる体制を整備することが必要不可
欠であると認識しています。

　これと併せ、企業価値の継続的な向上も、当社が社会からの信頼を維持していくには必要不可欠であると考えています。そこで、経営において
「監督と執行の分離」が可能な体制を構築するために最も効果的である、指名委員会等設置会社形態を採用しています。過半数を社外取締役か
ら構成する取締役会は、執行役への大幅な権限移譲を行うと共に、これらの業務執行を独立した立場から監督することで、「業務執行の機動性及
び柔軟性」と「適時適正な監督」を両立させることを可能としています。これらの体制に基づき最善の意思決定を行うことにより経営の適正性を確
保しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則２－４①】

　当社のMission実現のためには、人材の多様性の確保は重要かつ不可欠な条件と考えております。

<多様性の確保>

　当社は、Mission達成のためには人材の多様性も必要だという認識のもと、日本以外の拠点を設け事業活動を行っております。各拠点との人材
交流を行っており、異なる経験・技能・属性を反映した多様なノウハウを事業に活用しております。

<多様性確保の自主的かつ測定可能な目標>

　当社は、全ての社員に平等な評価及び登用の機会を設けているため、属性毎の目標数値を敢えて掲げていません。

<多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針と実施状況>

　当社は、組織内に多様な人材がいることを前提に、すべての人材が十分に能力を発揮し事業を遂行できるよう、言語対応や働く時間を柔軟に自
己判断できるコアタイムなしのフレックス制度の導入（日本国のみ）を行っております。

【補充原則３－２①】

　外部会計監査人の選定・評価に関する当社独自基準の制定に代えて、公的な第三者機関である日本会計士協会（JICPA）による品質管理レ
ビュー、および公認会計士・監査審査会（CPAAOB）による検査の結果を重視しています。さらに当該外部会計監査人の法人としての品質管理シ
ステムと「監査法人のガバナンス・コード」への対応状況の報告を受け、独立性・専門性を含む適格性を評価しています。なお、監査業務以外の業
務の依頼を行う際には、当社および当該外部会計監査人の双方において、独立性の確認を行っております。

【補充原則４－１③】

　当社は、CEOの後継者の計画を重要な経営課題の一つであると認識しており、取締役会で議論を継続しております。

【補充原則４－11③】

　取締役が変更となったため、取締役会の分析・評価を行う体制を改めて検討する必要があると判断しております。今後の取締役会において効果
的な評価方法等について十分議論の上、評価プロセスの整備に努めてまいります。

【原則５－２】

　当社は、定款にてMissionを定めており、Missionを達成するために長期目線での経営を行っております。

　当社は、具体的な収益力や資本効率等を開示しておりません。経営環境の変化に柔軟に対応し、Mission実現のために適時適切な経営判断を
することが、結果として株主を含むすべてのステークホルダーの利益になると判断しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】

　当社は、政策保有株式を保有していません。

【原則１－７】

　当社は、取締役会規程において、当社と主要株主(当社の発行済株式総数の10%以上を保有する株主)との重要な取引、取締役または執行役と
当社の競業取引、当社との間の自己取引及び利益相反取引を取締役会の決議事項とし て定めております。

また、上記に該当しない取引であっても、当社取締役及びその近親者との取引については、年に1回取締役に対して個別調査にてその有無確認
を行っており、また関連当事者間の取引については、会社法及び金融商品取引法その他適用のある法令並びに東京証券取引所の規定に従っ
て、適切に開示します。



【原則２－６】

　当社には、企業年金基金制度はありません。

【原則３－１】

（１）経営理念・経営戦略・経営計画

　当社は、「毎日の料理を楽しみにする」というMissionを、ホームページ（https://info.cookpad.com/corporate/philosophy）、有価証券報告書等の
開示書類に記載するとともに、定款にも記載し、当該Missionの下、日本のみならず世界中の料理に関する様々な課題解決に向けた積極的な投資
を行っております。

（２）コーポレート・ガバナンスの基本方針

　本報告書「1．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」の「１．基本的な考え方」に記載の
とおりです。

（３）経営陣幹部、取締役に対する報酬決定方針・手続

　取締役・執行役の報酬は、独立社外取締役が委員の過半数を占める報酬委員会において決定しています。報酬額決定における基本方針は、
定時株主総会の招集ご通知に記載しています。「株主総会招集ご通知」は、当社ホームページに掲載していますのでご参照ください。

（４）経営陣幹部の選解任、取締役候補の指名方針・手続

　取締役の選解任にあたっては、独立社外取締役が委員の過半数を占める指名委員会において株主総会に提出する議案の内容を決定し、株主
総会において決議します。

　執行役の選解任については取締役会が決議します。取締役及び執行役候補者の決定は、その職責を担うにふさわしい人格、知識、経験、経歴
等を備えているかを検討・審議の上、総合的に判断しています。

　取締役及び執行役が職務上の義務に違反し、または職務を怠るなど当社の取締役及び執行役としてふさわしくないと認められる場合は、それぞ
れの手続きに基づき審議し処遇を決定いたします。

（５）経営陣幹部の選解任、取締役候補の指名を行う際の個々の選解任・指名の説明

　取締役の選任・指名の理由は、定時株主総会の招集ご通知にて開示しています。解任が発生した場合には、株主総会の招集ご通知にて開示し
ます。執行役の選解任・指名の理由は、選任機関である取締役会において説明がなされております。

【補充原則３－１③】

　当社のサスティナビリティに関する考え方と取り組みは以下の通りです。詳細は有価証券報告書にて開示しています。

（１）ガバナンス

　当社では、サスティナビリティ関連のリスク及び機会を監視し管理するためのガバナンスの過程、統制及び手続きの体制を、その他のコーポレー
ト・ガバナンスの体制と区別せず管理しています。

（２）人的資本に関する戦略

　当社グループの持続的な成長のために優秀な人材の確保及び育成が重要であると捉え、優秀な人材が性別等の区別なく登用される採用や評
価制度を整えています。

（３）リスク管理

　当社では、リスク管理委員会の設置しサスティナビリティ課題を含む当社事業活動に影響を及ぼすと考えられるあらゆるリスクと機会を洗い出
し、影響度等を評価しています。

（４）指標及び目標

　当社では、人的資本に関する戦略に関し、具体的な指標及び目標は設定していませんが、柔軟な働き方などが定着しています。

【補充原則４－１①】

　当社は、指名委員会等設置会社制度を採用し、監督と業務執行の分離を行い、事業を迅速かつ適切に運営するための執行体制の確立と監督
体制の確立を行っております。

　当社は、会社法に定める取締役会の専権事項及び寄付行為に関する事項を除き、代表執行役または執行役の会議体である経営会議に各事項
の決定権限を委譲する体制とし、権限分掌規程に基づき適宜執行役等へその権限を委任しています。

【原則４－９】

　当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に基づく独立社外取締役の選定を行っております。

　独立社外取締役は、経営に対する監督機能を発揮するために必要な知見を有していること、その他個別の状況を勘案の上選定しております。

【補充原則４－１0①】

　当社は、指名委員会等設置会社であり、指名・報酬・監査の三委員会を会社法に基づき設置運営しております。

　

【補充原則４－１１①】

　当社は、定款により取締役人数を９名以内と定めております。

　指名委員会は、Missionの実現に向けて最適な人員構成となるよう、人材を選定しております。

　現在の取締役会は、企業経営に関する豊富な知識と経験を備えた取締役が選任され、過半数を社外取締役で構成しております。また、社外取
締役全員を独立役員に選任し、様々な視点からの多角的な監督機能の発揮が可能な体制となっております。

【補充原則４－１１②】

　当社の取締役の主要な兼任状況は、当社ホームページ（https://info.cookpad.com/corporate）にて開示し、定時株主総会招集ご通知及び有価
証券報告書の該当記載箇所にも記載しております。

　なお、いずれの兼務についても、当社の取締役としての責務を果たすことができると判断しております。

【補充原則４－１４②】

　当社は、取締役の就任時において、取締役の責任や当社の事業の理解を深めるためのオリエンテーションを実施しております。



　また、各事業年度において法改正や時事話題に応じ、取締役の監督機能を最大限にするために必要なトレーニングを実施しております。

【原則５－１】

　当社は、Mission達成のため、必要に応じ投資家との対話を行っております。

　CFO室内にIR専任部署を設置し、CFOである犬飼茂利男を所管役員に選任しており、財務、法務等の関連部署と密接に連携しつつ、IR担当部署
を中心に、アナリスト・機関投資家向けの決算説明会の開催、当社ホームページ上での情報開示や国内外の株主・投資家等との実際の対話の対
応等を行っています。

　また、インサイダー情報の適切な管理に当たっては、「内部者取引管理規程」を制定し、その定めに基づく運用を行っています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

佐野陽光 46,582,800 49.84

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,394,800 5.77

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140051

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部)
1,538,500 1.65

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,386,300 1.48

CREDIT SUISSE AG HONG KONG TRUST A/C CLIENT

(常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行)
1,301,500 1.39

諸藤　周平 800,000 0.86

株式会社SBI証券 777,995 0.83

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC)

(常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行)
716,753 0.77

平尾　丈 706,900 0.76

楽天証券株式会社 638,600 0.68

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 12月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数
10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 指名委員会等設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5名

【社外取締役に関する事項】

社外取締役の人数 3名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

茂田井純一 他の会社の出身者

Trang Diep Kieu Le 他の会社の出身者

今井松兼 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名

所属委員会
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由指名
委員会

報酬
委員会

監査
委員会

茂田井純一 　 ○ ○ ○ ―――

公認会計士及び上場企業での非常勤監査役
の経験を経て、コーポレートガバナンスにおけ
る豊富な知見を有することから、当社の経営に
対し適切な監督、助言をいただけると期待でき
るものと判断したためです。



Trang Diep

Kieu Le
○ ○ ○ ○ ―――

インターネット事業会社での経験を経て、ソー
シャルコミュニティにおける豊富な知見を有する
ことから、当社の経営に対し適切な監督、助言
をいただけると期待できるものと判断したため
です。

今井松兼 ○ 　 ○ ○ ―――

インターネット事業会社でのCTO及びCEOの経
験を経て、テクノロジー及び経営における豊富
な知見を有することから、当社の経営に対し適
切な監督、助言をいただけると期待できるもの
と判断したためです。

【各種委員会】

各委員会の委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名） 社内取締役（名） 社外取締役（名） 委員長（議長）

指名委員会 3 0 1 2 社外取締役

報酬委員会 3 0 1 2 社外取締役

監査委員会 3 0 0 3 社外取締役

【執行役関係】

執行役の人数 3名

兼任状況

氏名 代表権の有無
取締役との兼任の有無 使用人との

兼任の有無　 指名委員 報酬委員

佐野陽光 あり あり ○ ○ なし

犬飼茂利男 なし あり × × なし

Rebecca Rippin なし なし × × なし

【監査体制】

監査委員会の職務を補助すべき取締役
及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の執行役からの独立性に関する事項

当社は監査委員全てが社外取締役のため、監査委員会の職務を補助する監査補助者を選任しております。当該監査補助者は常勤しており、日
常業務の状況を適時に監査委員へ報告を行う体制を構築しております。また、使用人である監査補助者の独立性を確保するため、監査委員会規
程により監査補助者の選解任及び人事評価は監査委員会が行うものとしております。

監査委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社はあずさ監査法人との間で監査契約を締結し、会計監査を受けております。

監査委員会と会計監査人との間で、適宜、情報交換及び意見交換を行う場を設けております。また、当該連携には監査補助者も同席しており、監
査計画、監査体制及び監査の実施報告を受け、今後留意すべき点についての共有がなされております。

なお、2023年度に会計監査業務を執行した公認会計士の氏名は以下の通りです。

業務を執行した公認会計士の氏名：金子能周、小髙由貴

また、当社は、内部監査の担当者を選任しており、代表執行役の命により、内部監査を実施しております。なお、当該内部監査担当者と監査委員
会及び監査補助者との間では、適宜情報交換の場が設けられており、その場において、内部監査計画及び内部監査の報告を実施しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役・執行役へのインセンティブ付与
に関する施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

業績向上に対する意欲や士気を高めるとともに、優秀な人材の確保をすることを目的として、ストックオプションを付与しております。

ストックオプションの付与対象者 執行役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

ストックオプションの対象者は、当社の執行役および従業員ならびに当社子会社の取締役および従業員です。

【取締役・執行役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

（個別の執行役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

当社の取締役及び執行役の報酬は有価証券報告書及び事業報告にて社外取締役、社内取締役、執行役別に総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の各役員の報酬等の内容の決定に関する方針を次の通り定めており、報酬委員会が報酬等の額を決定しています。原則、毎年、定時株主
総会開催日後に開催される報酬委員会において、執行役および取締役の各個人の当該事業年度における報酬を決定しています。なお、固定報
酬以外の報酬を決定する場合には、都度報酬委員会にて決定しています。

①取締役の報酬

　取締役の報酬は、固定報酬とすることとし、その支給水準は、経済情勢、当社を取り巻く環境及び各取締役の職務の内容を参考にするとともに、
監督活動の頻度、時間に応じた報酬を勘案し、相当と思われる額を決定することとしています。

②執行役の報酬

　執行役の報酬は、固定報酬及び株式報酬とすることとし、その支給水準については、経済情勢、当社を取り巻く環境及び各執行役の職務の内
容を勘案し、相当と思われる額を決定することとしています。



【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対し、取締役会開催前に、法務部内に設置している取締役会事務局より、決議事項及び報告事項の事前通知を行うこととしており
ます。また、欠席取締役に対しても開催後速やかに会議の内容を報告することとしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能は下記のとおりです。

◆取締役会

　当社の取締役会は取締役５名（うち社外取締役３名）で構成されており、経営の基本方針を決定すると共に、大幅な権限移譲を執行役に行い、
当該執行役の業務執行状況を監督しております。

◆３委員会

１．監査委員会

　当社の監査委員会は、社外取締役３名で構成されております。各々が異なる専門分野を有する社外取締役により構成することで、様々な視点で
の監査が可能であると考え選任をしております。監査委員会における付議事項としては、取締役及び執行役の業務執行の監査・監督及び株主総
会に提出する会計監査人の選任・解任議案の内容を決定することとしております。なお、監査補助者が事務局を担当し、欠席委員への対応や事
前の付議事項共有を実施し、迅速かつ適切な委員会運営を行っております。

２．指名委員会

　当社の指名委員会は、取締役３名（うち社外取締役２名）で構成されており、過半数を社外取締役で構成することにより、指名の適正性を確保す
る体制としております。指名委員会における付議事項としては、株主総会に提出する取締役選任・解任議案の内容を決定することとしております。
なお、人事部内に事務局を設置し、欠席委員への対応や事前の付議事項共有を実施し、迅速かつ適切な委員会運営を行っております。

３．報酬委員会

　当社の報酬委員会は、取締役３名（うち社外取締役２名）で構成されており、過半数を社外取締役で構成することにより、報酬の適正性を確保す
る体制としております。これにより、監督する立場から業務執行を公正に評価できる体制が構築できると考えております。取締役及び執行役の報
酬等の基本方針の決定並びに個人別の報酬の額及び具体的な算定方法を決定することとしております。なお、人事部内に事務局を設置し、欠席
委員への対応や事前の付議事項共有を実施し、迅速かつ適切な委員会運営を行っております。

◆執行役

　当社の執行役は、取締役会の定めた基本方針に従い、業務執行に関する事項を決議または決定しております。

◆監査体制

　当社の監査体制は、監査委員会、監査補助者、内部監査担当者が会計監査人及び顧問弁護士と連携し、監査体制を構築しております。

　

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、委員会設置会社への移行前においても、コーポレート・ガバナンスの一環として、社内から独立した社外取締役の選任を積極的に行う
一方で、執行役員制度を採用しておりました。これは監督と執行の分離により監督機能を強化しつつ経営の迅速性を確保することが企業価値を
高める手段であると考えていたためであります。

　会社法改正により当社でも委員会設置会社形態を採用することが可能となり、委員会設置会社形態を採用することで監督と執行の分離をより強
化することが可能と考え採用しております。

　また、当社では、取締役会の過半数が、社外取締役で構成されています。各社外取締役は、各々が独自の専門分野を有しており、豊富な経験と
幅広い見知に基づき、経営に対するアドバイスや意見交換を行っており、監督機能を十分に果たしております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 招集通知を法定の期日の３営業日以上前に発送しております。

電磁的方法による議決権の行使
株主の皆様のご便宜を図るため、PCまたはスマートフォンからのインターネットによる議
決権行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

当社は議決権電子行使プラットフォームに参加しております。これにより機関投資家は招
集通知発送日の当日から議案検討に十分な期間を確保できるようになり、議決権行使促
進の一助となっております。

その他 招集通知を当社ホームページに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

本決算開示後と第２四半期決算開示後にアナリスト・機関投資家向けに定期
的説明会を開催します。

なし

IR資料のホームページ掲載
当社では個人投資家向けのIRを重視しており、その一環として当社ホームペー
ジに決算情報その他の適時開示資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IRの専門担当部署として、CFO室を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

ディスクロージャーポリシーを策定しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社はグループ内部統制システムを下記のとおり構築しております。

１．当社の執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）　コンプライアンス体制

ア）当社は、取締役会により定められた内部統制規程に基づき、当社の企業活動に関する重要な法令、定款及び社内規程（以下「法令等」といい
ます）に関するコンプライアンス体制を整備します。

イ）当社は、必要に応じて啓発活動や研修を継続的に実施することにより、コンプライアンス意識の啓発を行い、当社のコンプライアンス体制の強
化を図ります。

（２）　内部通報窓口の設置

当社は、法令等違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を図るため、内部通報窓口を設置します。

（３）　監査の実施

ア）代表執行役は、内部統制室を設置し、定期的に内部監査を実施し、当該内部監査の結果を速やかに監査委員会に報告する体制とします。

イ）監査委員会は、独立した立場から、内部統制システムの構築・運用状況を含め、執行役の職務執行を監査します。

（４）　その他

ア）当社は、役員及び使用人の法令等違反の行為については、就業規則及び懲戒委員会規程等社内規程に基づき、適正に処分を行います。

イ）当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他の法令等に基づき、適正な内部統制を整備・運用します。また、法令等に
定められた開示は、適時適切に行います。

ウ）反社会的勢力に対しては、厳正に対応を行い、反社会的勢力とのかかわりを排除するため、反社会的勢力対応規程を策定し、新規取引先の
全てについて、反社チェックを行います。

２．当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）執行役は、その職務の執行に係る文書その他の情報について、文書管理規程等の社内規程を整備し、法令等に従い適切に保存及び管理し
ます。

（２）取締役は、これらの情報を必要に応じて閲覧できることとします。

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）ユーザーが安心して当社のサービスを利用できることを事業の中核とする会社として、ユーザーからの信頼を獲得・維持することをリスク対策
における最重要課題とします。

（２）過半数が社外取締役から構成される取締役会は、経営上の重要な意思決定にあたり、損失の可能性について十分な検証を行います。

（３）リスク管理委員会は、業務執行に係るリスクの把握と管理を目的として、個別のリスクごとに責任部門を定め、リスクの低減と防止のため、当
社のリスクを網羅的・包括的に洗い出した上、当該リスクを分析・評価し、当該リスク発生の予防活動及び危機発生に備えた対応を行うと共に、リ
スク管理の状況を適宜、代表執行役及び取締役会に報告します。

（４）当社は、情報セキュリティ基本規程に基づき、情報セキュリティ体制の確立・強化を推進します。また、当社は、情報セキュリティ管理のグロー
バル・スタンダード基準とされるISMSへの適合認証を取得し、これにより、当社の情報セキュリティマネジメントシステムを実施します。

（５） 企業活動に関する重大な危機が発生した場合には、代表執行役を本部長とする危機対策本部を速やかに組織し、危機への対応とその速や

かな収拾に向けた活動を行います。

（６）監査委員会及び内部統制室は、リスク管理体制の実効性について監査します。

４．当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　各執行役の職務は、取締役会において決定された各執行役の担当する領域及び取締役会から委任を受けた範囲内で行います。日常的な意思
決定においては、決定事項の重要性及びリスクに応じて決裁方法を区分し、これらを定めた業務分掌規程に基づき意思決定を行うこととします。

５．次に掲げる体制その他の当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

ア）当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社から定期的な財務報告及び重要な意思決定に関する事項の報告を受け、適正な子会社管理を
確保する体制を構築します。

イ）子会社において、企業活動に関する重要な法令等違反の行為又は危機が発生した場合には、原則として、内部統制規程に基づき、子会社の
役員及び従業員は、速やかに当社が指定する方法により当社に報告するものとします。

（２）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア）当社は、当社グループ全体のリスク管理について定める内部統制規程を策定し、同規程において必要に応じて子会社にリスク管理を行うこと
を求めるとともに、当社グループ全体のリスクを網羅的・統括的に管理します。

イ）当社は、子会社を含めたリスク管理を担当する機関としてリスク管理委員会を運営し、当社グループ全体のリスク管理推進にかかわる課題・対
応策を審議します。

ウ）当社は、当社と各子会社のリスク管理に関する責任者との間での協議、情報共有、指示・要請の伝達等が効率的に行われる体制の整備を推
進します。

エ）リスク管理委員会は、子会社における企業活動に関する危機の報告を受領した場合には、内部統制規程に基づき、必要に応じて、当社代表
執行役を本部長とする危機対策本部を速やかに組織し、危機への対応とその速やかな収拾に向けた活動を行います。

（３）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア）当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、当社グループ経営の適正かつ効率的な運営に資するため、関係会社管理規程を
策定します。

イ）当社は、子会社の事業内容や規模等に応じて、子会社の指揮命令系統、権限及び意思決定その他の組織に関する体制を構築させます。

ウ）子会社管理について、子会社に当社から役員を派遣することにより、子会社を指導・育成します。

エ）当社は、必要に応じて、子会社に対して、法務業務等の間接業務を提供することにより、効率的な執行の体制を構築します。

オ）当社は、各子会社の中期経営計画を承認し、それに基づく主要経営目標の設定及びその進捗についての定期的な検証を行うとともに、年度ご
との子会社別目標を設定し、実績を管理します。

（４）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア）当社は、内部統制規程に基づき、子会社の取締役及び使用人が適法かつ公正な事業活動に努める体制を構築します。

イ）当社は、必要に応じて、子会社に対して、啓発活動や研修を継続的に実施することにより、コンプライアンス意識の啓発を行い、当社グループ
全体のコンプライアンス体制の強化を図ります。



ウ）当社は、当社子会社における法令等違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を図るため、原則として、子会社においても、
当社に設置した内部通報窓口を利用できるものとします。

エ）当社は、子会社に、取締役ないし監査役を派遣し、業務執行の業況について把握すると共に、主要な子会社については、当社による内部監査
を実施することにより業務の適正を確保します。

６．当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

（１）当社では、監査委員会の職務を補助するため、監査委員会の職務を補助すべき使用人（以下「監査補助者」といいます）を設置することができ
るものとします。なお、当該職務を補助すべき取締役は置かないものとします。

（２）監査補助者は、監査委員会の職務を補助するに際しては、監査委員会の指揮命令にのみ従うものとします。また、当該使用人の執行役から
の独立性を確保するため、当該使用人の選任及び解任は、監査委員会の決定にて行うことができるものとします。

（３）監査補助者の指示の実効性を確保するため、当該使用人が、取締役会及び経営会議並びにリスク管理委員会に出席する機会を確保しま
す。

７．当社の監査委員会への報告に関する体制

（１）執行役は、その職務の執行状況について、取締役会を通じて監査委員会に定期的に報告を行うほか、監査委員会の求めに応じて監査委員
会に出席して、執行状況を報告することとします。執行役は、当社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実を発見した場合には、直ちに、監査委員
会に当該事実を報告するものとします。

（２）子会社の役員は、監査委員会の求めに応じて監査委員会に出席して、執行状況を報告することとします。子会社の役員は、当社グループに
著しい損害を及ぼす恐れがある事実を発見した場合には、リスク管理委員会及び取締役会を通じて、監査委員会に当該事実を報告するものとし
ます。また、当社監査補助者は、定期的に監査委員会において、当社監査委員に対して、子会社におけるコンプライアンス・リスク管理等の現状を
報告するものとします。

（３）当社は、監査委員会への報告を行った当社グループの役員及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁
止し、その旨を内部通報規程及び内部統制規程に定めるなどして、当社グループの役員及び使用人に周知徹底します。

８．その他当社の監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査委員会は、自ら監査を行うほか、内部監査を有効に活用し連携することで、その実効性を高めるものとします。

（２）監査委員会は、内部監査計画について事前に報告を受けるとともに、必要に応じて内部監査計画の変更を依頼します。また、監査委員会は、
内部監査の実施状況を監督するほか、定期的に自ら内部監査も含めた業務の執行を監査することとします。

（３）監査委員会は、会計監査人と定期的に情報交換を行うなど連携を密にし、会計に関する監査を行います。

（４）当社は、監査委員がその職務の執行について生ずる費用の前払、支出した費用等の償還または負担した債務の弁済を請求したときは、その
費用等が監査委員の職務の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社では、企業の社会的責任及び当社企業防衛の観点から、反社会的勢力排除は経営上重要であると考えております。

「反社会的勢力対応規程」を2008年10月3日に制定しております。この規程に基づき、外部専門機関への調査依頼やインターネット検索による

方法で、株主、取引先等の反社会的勢力の該当性を確認しております。

また、反社会的勢力への組織的な対応を目的として、定期的に全従業員を対象に研修を実施しており、その後の新入社員に対しても入社時に同

様の研修を実施しております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式等の大規模
買付行為等であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するもので
はありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。

　ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができない可能性がある等、当社グループ
の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主
の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

　そのような提案において、大規模買付行為等により、当社グループの企業価値の源泉が中長期的に見て毀損されるおそれが存する場合など、
当社グループの企業価値向上又は株主共同の利益の最大化が妨げられるおそれが存する場合には、大規模買付者は当社の財務及び事業の方
針の決定を支配する者として不適切であるものとして、当社取締役会は、善管注意義務を負う受託者の当然の責務として、法令等及び当社の定
款によって許容される限度において、場合により、当社グループの企業価値向上及び株主共同の利益の最大化のために相当の措置を講じる必
要があると考えております。

２．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

　当社は、2021年12月24日開催の当社取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定める
と共に、この基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとし
て、当社株式等の大規模買付行為等に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」と言います。）を導入することに関して決議を行いました。ま
た、当社は、2022年3月25日開催の当社定時株主総会決議に基づき本プランを継続しています。基本方針及び本プランの詳細につきましては、20
21年12月24日付「当社株式等の大規模買付行為等に関する対応策（買収防衛策）の導入に関するお知らせ」（https://pdf.irpocket.com/C2193/E3
0d/mdXD/NX8S.pdf）をご参照ください。



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――
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